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はじめに
　近年、我が国においてTPP（環太平洋経済連携協定）に関する議論1）が
喧しい。これは単に貿易や国内の産業構造の在り方を論じるといった性格
に止まらず、既存の国内法や企業文化といった各国の主権・利害にまで大
きな影響を及ぼす可能性のある議論である。そのため、とてもではないが
この議論を20世紀後半にGATT＝IMF体制を通じて構築された自由貿易
の枠組みの延長戦上にあるトレンドなどと短絡することはできない。率直
に言えば、これは経済覇権国たるアメリカの利害をあからさまな形で反映
した契約の束とも指摘し得る話であり、貿易による経済的な得失のみなら
ず、参加各国の司法制度をも米国流のビジネス・スタイルに適応させる形
で改変させられる可能性が含まれることを念頭に置かなければならない。
別言すれば、「（国益をメインに考えた時に）自由貿易が良いか、保護貿易
が良いか」という単純化された問い2）そのものがどこかに霞んでしまうほ
ど、通商政策で取り上げるべきトピックスが複雑化、かつ深刻化している。
　だがその一方で、アカデミズムの世界における貿易論と言えば、問題の
所在そのものがやや不自然に思えるくらい単純化、かつ細分化されてきた
きらいがあった。純粋理論に限定して述べれば、長期的には保護貿易より
も自由貿易が良いことが自明のこととされ、自由貿易を実現する手段は、
原則として（輸入品に対する）関税の引き下げと（輸出奨励のための）補助
金の削減にあり、輸入数量制限や非関税障壁の設定、ダンピング輸出の強
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行などはもっての外とされてきた。正統的な経済学の世界では、比較優位
や要素賦存比率が各国の特性を規定するものとされ、あたかも自然に理想
的な国際分業が成立するかのような理論が今も幅を利かせている。他方、
現実の問題として一次産品の急騰（とりわけ農産物と枯渇性のある地下資
源）は経済と環境に跨る問題、そして投機的金融の関与という視点に関心
が集中するあまり、貿易論の視点からすればあたかも外生変数が急激に変
化したかのような議論に止まりがちである。また、貿易紛争に関わる問題
は通常であれば政治問題となるはずだが、WTO（世界貿易機関）が設立さ
れてからは、司法の問題として扱われる場面が増えてきた。我々は、貿易
の額が飛躍的に伸びる一方で、国際的な通商体制の在るべき姿が見えにく
くなっているという、逆説的な時代を経験していると言えよう。
　しかしながら、冷静に考えれば、いかなる国のいかなる時代においても、
貿易の是非が経済問題の枠内で完結するなどという、単純な話で済む事例
は稀なのではなかろうか。戦後の日本において、経済問題とまったく別の
問題が絡み合った極端な事例としては、貿易摩擦と領土問題の同時解決を
実現した佐藤栄作首相が「糸（繊維製品輸出の自主規制）を売って縄（沖
縄の返還）を買った」と揶揄された日米繊維交渉（1969～1971）3）が有名で
ある。この交渉の特異性に関する議論は措くとしても、近年の貿易に関す
る議論は「貿易の問題は基本的に経済の問題であるが、軍事・安全保障に
関連する国益やナショナリズムを大きく刺激するようなケースのみ、外交
問題に転化する」という、あまりに素朴な理解が大手を振ってまかり通っ
てはいないか。平時の貿易の中にも、大国－小国間の権力関係に規定され
たり、その帰趨を左右するような要素は潜んでいないのだろうか。
　以上のような問題意識に基づき、本稿では戦間期の世界経済に関する古
典的な著作をいくつか検討した上で、本来であれば合理的かつ効率的であ
るとされてきた自由貿易が孕む問題点の炙り出しを試みたい。
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1．先行研究の整理
　先行研究の整理に入る前に、本稿のタイトルで用いた「動態的貿易論」
という用語の意味を明記しておきたい。経済学の世界で、一般に「貿易理
論」と呼ばれる議論は、通常の場合、具体例を排除した上で極力単純化・
抽象化されたモデルを提示し、記号や数式を多用しながら結論を導出する
という、「純粋理論」を指している。その一方で、歴史的事実を含めた具
体的な事例研究は「実証研究」、あるいは「ケース・スタディ」と称され、
理論と実証の両刀使いが経済学者の理想とされている。だが、筆者は純粋
理論と現状分析の間に中間的な理論、もしくは仮説を挿入し、その妥当性
を検証することこそが緊要と考えている。こうした中間理論、とりわけ政
策論というスタンスで展開した貿易論を、本稿では「動態的貿易論」と呼
び、細かい事例や雑居物とみなされがちな事象を捨象して組み立てられた
純粋理論を「静態的貿易論」と呼ぶこととする。
　まず、正統的とされてきた貿易論で、かつ静態的とみなしうる理論から
紹介するならば、ヒュームの貨幣的自動調整メカニズムを暗黙の前提とし
たリカードの比較生産費説が挙げられる。これから派生したヘクシャー＝
オリーン定理も、要素賦存比率という比較生産費説とは別の視角から分析
を始めているが、結論そのものは同じである。
　しかし、200年近くの間、経済学の世界で自明視され、かつ「ケインズ
革命の影響を受けなかったのは貿易論のみ」4）とさえ言われ続けてきたこ
れらの命題の正当性が、リーマン・ショック以降になって揺らぎかけてい
る。その傾向を象徴する人物として、本稿ではP.クルーグマンを紹介した
い。彼は1980年代に、不完全競争・規模の経済・企業と国家の戦略的行
動といった、それまでの正統的経済学では黙殺され続けてきた現象を正面
から分析した貿易論の構築を試みたはずであったが、1990年代前半より
「ヒュームとリカードこそが貿易論の基礎である」とそれまでの主張を覆す
ような発言をした。そのため、産業集積論と貿易論を横断し、かつ経済地
理学や開発経済学にも新たな進展が期待された彼の研究はストップし、い
名古屋外国語大学外国語学部紀要第47号（2014.8）
― 136 ―
つしか「インフレ・ターゲット」理論の提唱者として様変わりした。だが、
リーマン・ショックが勃発した直後になって、彼はヒュームとリカードの
理論を神格化した誤りを認める発言5）をした。皮肉にもその年に彼はノー
ベル経済学賞を受賞したため、改めて経済学が「神学論争」の学問なのか、
それとも「実学」であるべきなのか、という素朴な疑問を突き付けられる
事態となった。それにも関わらず、今なお学生向けのテキスト・ブックで
は、自由化を是とする貿易論が初歩的な専門知識として掲載6）されている。
　一方、長らく異端視され、かつ動態的と覚しき貿易論はいつから存在す
るのか、と問われたならば、本稿では既に戦間期からその萌芽が見られた7）
と答えたい。経済学史のオーソドックスな説明では、自由貿易を提唱した
スミス，リカードに保護貿易の必要性を訴えたリストを対置するのが定番
であるが、どちらも貿易の品目や相手国、そして国内の産業構造は短期間
では変わらないことを前提にした議論であり、大雑把にいえば「静態」的
という同じ土俵に立った分析枠組みといえる。それに対して、国境の枠を
越えた工業化の進展、もしくは産業連関の形成が観測され、（政治的な思
惑をも超えた）産業内貿易が広範に成立しつつある現象を説明する理論こ
そが、本稿でクローズ・アップする動態的貿易論8）である。冷静に考えれ
ば、先発の工業国に加えて技術の模倣が可能な後発の工業国が存在する場
合、（規格統一の問題を別とすれば）急速な産業構造の変化の可能性に富む
ことは往々にして有り得る話である。ここでは、貿易による動態効果のポ
ジティヴな面として①（産業内貿易に伴う）世界大の産業構造の転換、②
（各国における）素材転換や貿易相手国の転換、ネガティヴな面である③技
術盗用の問題（知的財産権に関連する問題）、そして④大国－小国間の権力
構造にも関わる論点（とりわけ、非常時における経済封鎖）に言及するこ
ととする。
2．見落とされてきた視点
　今日、戦間期を分析した古典的名著とされている政治学・経済学の文献
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（表1）は多数存在するが、本稿ではE.H. Carr（1939）とA.O. Hirschman
（1945）に共通して見られる、今なお色褪せない政治経済学的分析ともい
うべき卓見9）を紹介したい。まず、カーについてであるが、彼は国際関係
の分析をするに当たり、経済的要因と軍事外交的な要因のふたつに分けて
論じること、あるいはどちらか片方のみの視点で分析を進めることは全く
無意味、もしくは有害とした上で、①経済的な力、②軍事的な力、③意見
を支配する力10）、の3点から分析することが肝要、と断言している。次に
ハーシュマンについてであるが、彼は大国と小国が通商関係を結ぶ場合、
貿易が大国側にもたらす利点として①供給効果と②影響力効果11）の2点が
存在し、前者は自明のことであるため多くの説明を要しないが、後者は非
常に多義的な意味を持つとする。彼が指摘する影響力効果を具体的に説明
すると、大国が小国に対して（工業製品を主とした）輸出の差し止めを実
施したり、（農産物を主とした）輸入相手国の変更に踏み切ることで与えら
れる小国側のダメージの度合いを指す。もっと分かりやすい例を用いるな
らば、日本の戦国時代において多用されたと言われる「荷留」（敵方の戦略
物資の差し止め）による経済封鎖に近い戦略12）の効き目、と言ってよい。
要するに、影響力効果とは大国が小国から徐々に選択肢を奪う威圧手段を
指し、通常の貿易形態であってさえも（当初の意図とは別個に）政治権力
の世界に帰着する危険性13）を示唆した、と理解すればよい。これに上述し
【表1】通商政策に対する立場の相違（本稿に登場・関連した研究者）
（条件付きで）
保護貿易を容認
自由貿易に懐疑的
（条件付きで）
自由貿易を容認
TPPには反対
（長期的視点より）
自由貿易を支持
E.H. カー J. ラギー A.O. ハ シーュマン
H-J チャン J. バグワティ 名和統一
E. トッド D. ロドリック 赤松　要
中野剛志 J. スティグリッツ H. ジェイムズ
注1）中野（2013）を参考に筆者作成．
注2）網掛けの論者は反戦色の濃い人物．
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たカーの視点を借用するならば、影響力効果とはまさしく「経済的な力」
と「軍事的な力」を同時並行的に分析した視点とも言えよう。また、これ
は完全に後知恵的な解釈となるが、カーの分析視角は国民国家に対する期
待・役割が増大していることを重視しているが故に、ハーシュマンのそれ
とA.グラムシ（世論形成における知的ヘゲモニーの重視）のそれを統合し
た性格を有している、と言える。
　そして、このハーシュマン（1945）の問題意識を戦間期の日本の貿易に
適用しうる文献として、本稿では名和（1948）を取り上げたい。これは、
1930年代半ばの日本の貿易構造が、主に「生糸輸出＝綿花・機械輸入の対
米貿易」（第Ⅰ環節）と「軽工業品輸出＝重工業原材料輸入の対英貿易」（第
Ⅱ環節）と「機械・雑貨輸出＝食料・原料輸入の中国貿易」（第Ⅲ環節）の
三環節からなり、いずれが欠けても日本の経済が立ち行かなくなることを
説いた反戦色の濃い議論となっている。
　名和氏の三環節論14）に敢えてハーシュマン流の解釈を施すならば、日本
の紡績業を中心に当時の国際分業体制を評すると、影響力効果の大部分は
アメリカとイギリスが保持しており、かつ中国が英米両国に協調するなら
ば、当時の日本経済は早晩、破綻の危機に瀕する、ということになろう。
事実これは、理論的考察としても史実としても正確な認識であり、原材料
の輸入と完成品の輸出という加工貿易が大前提であったとはいえ、雇用吸
収力と国際競争力を兼備していた紡績業は、日本の生命線であった。さら
に、当時としては死活的な重要戦略物資であった石炭と石油の禁輸措置に
よって包囲された日本は、泥沼化した日中戦争に加えて、絶望的な二正面
作戦と言える太平洋戦争の時代に突入する憂き目を見ることとなった。
　さらに、ほぼ同時期の日本人経済学者で、同じく動態的効果を仮説とし
て提示した赤松氏の雁行型経済発展論 15）にも少し触れておきたい。これ
は、キャッチ・アップ型の工業化にも段階的な発展が見受けられるとする
もので、端的に言えば労働集約的な財の生産から、資本集約的な財、そし
て技術・知識集約的な財に国内生産・海外輸出のウェートがシフトしてい
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くという、一種の法則のような事象（工業化における段階論）が起きるこ
とを予言した性格を持ち、戦後の東アジア・東南アジアにおいて見事に的
中した。名和氏が国際的産業連関を軍事的に破壊する愚を説いたのに対
し、赤松氏はそれによって生じる共通利益の存在を強調した点が誠に興味
深い。
　これに付言すると、ハーシュマン（1945）において展開された議論も、
実を言えば名和氏と赤松氏の双方の主張を含む性質を有していた。すなわ
ち、彼の貿易論は、①平素の貿易の中にも含まれる権力構造の存在、②産
業内貿易の進展に伴う共通利益の発生16）、という二面性を帯びたものであ
り、端的に言えば冒頭の箇所では貿易によるネガ面が、末尾の箇所ではポ
ジ面が強調されている。また、後年の著作（1958）にて展開されるトピッ
クスであるが、ポジ面については工業化に伴って発生するふたつの効果、
すなわち連関効果と外部効果の存在を暗示している。そのため、通常であ
れば全く別の扱いとなる産業内貿易と輸入代替工業化17）の議論は、彼の場
合に限ってほぼ同一のトピックスとなっている。この点は非常にユニーク
である反面、壮年期以降になって権力構造に対する分析を大きく弱体化さ
せてしまったこと18）も強調しておきたい。
　また、上述のハーシュマン（1945）、ならびにカ （ー1939）の議論を補強
する視点として、中野（2011b）で紹介されているパワ ・ーポリティックス
論（表2）を援用してみたい。これは「他者に対する力（power over）」と
「何かをするための力（power to）」という、性質の異なった2種類の国家
的権力を峻別する理論的仮説、というべき分析トゥール19）である。簡単に
【表2】国民国家が内包する権力機能
power over
（他者に対する力）
強制力
支配力
国家
（state）
手段 国外にて
力を発揮
政治家 柔軟性
power to
（何かをするための力）
能力
（協力も含む）
国民
（nation）
目的 国内にて
力を発揮
官僚 画一性
注）Carr（1939）ならびに中野（2011b）を参考に筆者作成．
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言えば、前者は「強制力・支配力」、後者は「能力（協力関係を含む）」を
意味するのだが、これらをハーシュマンの用語に置き換えると、強制力は
「影響力効果」に、能力は「供給効果」に近似した概念と指摘できる。また、
カーの用語に置き換えるならば、強制力は「軍事的な力（ハード・パワー）」
と「意見を支配する力（ソフト・パワー）」、能力は「経済的な力」に大枠
において対応していると言える。さらに、前者は国家の外側に向けて発動
される傾向、後者は国家の内側に向けて発揮される傾向が強い。すなわち、
強制力はフレキシビリティーを持つ権力であるが、非常時に的確な対応を
期待することもできる、という性格が強く、そのため政治家の領域になり
がちな一方、能力は画一的な対応を重んじ、公平に見える反面、なかなか
融通が利かない、という官僚的な性格が滲み出やすい領域である。それか
ら、これは核心的な検討項目になるが、影響力とは「国家（State）」の行動
に対応するのに対し、能力は「国民（nation）」の行動に対応する。これは
他の先進国に比べると、国内に複雑な民族問題を抱えていないとされがち
な日本では、なかなか意識しにくいトピックスであるが、例えば沖縄の基
地問題に関する報道をみれば、大雑把には理解できるのではないか。かな
り踏み込んだ表現をすれば、「国家」が支配装置的な役割を担うのに対し、
「国民」は民主主義の礎を形成する役割を担う、という話になる。このこと
は貿易や国際金融・移民問題と言った国際経済に属する問題が、民主主義
に与える影響を考察するにあたり大きな意味を持つ。産業内貿易に関する
問題ひとつをとっても、国家が世界経済全体に与えるプラスの効果のみを
重視するか、それとも貿易の影響によって様々な利害得失を抱える国民の
生活の安定基盤を（いかに整備・拡充すべきかと）考慮するか、で全く異
なる見解・対応が出てくるはず20）である。付言するまでもないが、大恐慌
に見舞われた戦間期は国家の役割に対する期待が（先進国に限ると）飛躍
的に増大した時期21）であり、仮に産業内貿易から得られるメリットが明確
であったとしても、これを国内のセーフティー・ネットの拡充に優先する
ような政策は採用できなかった時代であった。
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3．戦間期の動向分析に関する現代的な意義
　前節では、戦間期に執筆された著作に現代的な解釈を施した議論を紹介
したが、本節では始めに、世界経済の特徴が戦間期と現代とでどの程度異
なるのか、について少しだけ言及しておきたい。
　まず、貿易の主要形態22）についてであるが、19世紀の前半から20世紀の
前半までは、農産物と工業製品の交換を主とする垂直貿易が大きなウェー
トを占め、戦間期（とりわけ世界大恐慌）以降、この傾向に変化の兆しが
見られるようになった。20世紀の後半になると、工業国同士の役割分担に
重きのある水平貿易が主流となり、東アジアの躍進に世界の注目が集まり
だした1980年代頃より、産業内貿易・企業内貿易が主流の座を占める時代
に突入した。当然ながら、ここでどのような条件を揃えれば産業内貿易が
短期間で軌道に乗るか、という検討課題が生じる。産業内貿易とは、言い
方を変えれば複数の国による「集団的な工業化」とも表現可能だが、これ
には地理的な近接性に加えて、教育・技術の水準がある段階を超えている
こと、道路・港湾や用地などの産業インフラの規模および質が輸出指向型
工業化に耐えうる水準に達していること、などが必要条件と言えよう。こ
の点については、戦間期と最近20～30年の世界経済とで発展段階がまった
く異なることは明白である。
　それから、貿易を巡る（政治的）摩擦についてであるが、こちらは貿易
摩擦の対象になる品目が労働集約財から資本集約・技術集約財にシフトし
たり、農産物のように今も昔も変わらぬ品目が存在したりしながらも、摩
擦そのものが収束する見通しはまったく立っていない。その上、貿易品目
の価格に与える影響の度合いは、関税や補助金よりも為替相場の安定度に
方が遥かに重要、という事態を迎えている。そのため、貿易相手国の変更
を促す要因はその時々の市場動向に負う要素も大きくなり、政治・軍事的
な動機による影響力効果の行使を狙った動きが決してなくなった訳ではな
いが、現代はそれが戦間期ほどあからさまな形では見えてこない、という
時代になっている。
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　なお、TPP交渉に関する議論23）のうち、現時点（2014年3月）で交渉が
特に難航しているトピックスを挙げておくと、①関税の即時撤廃（とりわ
け農産物）、②知的財産権の保護、③国営企業の優遇策の廃止、④ISDS条
項（投資家対国家の紛争処理条項）24）の採択、⑤環境規制・労働規制の強
化、の5点が指摘できる。①は日本やEUのように農業保護を批判され続け
ている国にとっては、元々お馴染みの論点であるし、②と⑤はWTOが発
足した20世紀末から「途上国に対する悪質なはしご外し」と指弾されてい
る。④は米韓FTA（2012年3月発効）が締結されてからクローズ・アップ
された論点で、後述するラチェット条項（規制緩和を実施した後の再規制
強化を禁止する条項）と同様、判例が積みあがったアメリカに圧倒的に有
利な不平等条約として非難の対象となっている。ユニークと思われるのは
③で、ここで議論になる国営企業とは「国境を越えた企業活動」を展開中
の国営企業を指しており、これはかつての「はしご外し」とは異なり、む
しろ「過渡期的な措置からの卒業」という性格を有している。
　このTPPを巡る交渉で最も注目すべき点であるが、TPPがその機能を
十全に発揮するか否かは、貿易による共通利益の存在とその規模にある、
と考えられる。自由貿易協定を支持する論者にとっては、これこそが議論
の肝であるはずだが、TPP加盟国全体で上述した①～⑤の全項目を検討し
ても、（長期的に判断して）全加盟国の共通利益になりうる、と断言できる
性質のトピックスが存在するか25）となると、現時点では非常に疑わしい。
　中野氏によれば、一律に関税を引き下げ、もしくは撤廃を原則とし、例
外は極力認めないとする、よく言えば対等、悪く言えば杓子定規の典型と
も言えるWTO方式の妥結であってさえも、日本国憲法98条第2項とウル
グアイ・ラウンド協定法（アメリカ国内法）を突き合わせた場合、日本で
は「国際的な条約・協定＞国内法」（ただし、憲法の場合は逆、とするのが
多数説）であるのに対して、アメリカでは「議会による決議＞国際的な条
約・協定」となるため、完全なる対等関係の構築はまず無理26）、とされて
いる。これに加えて、現在物議を醸しているTPPの場合、明確に片務的と
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言える「ISDS条項」27）や「ラチェット条項」28）が存在するため、特定の産
業・企業にのみ多大な利益をもたらすための契約、という疑念が付きまと
うのは当然、と言えよう。
おわりに
　（経済力と軍事力を総合した）国力に差があったにせよ、平時の通商関
係が長く継続すると仮定した場合、長期的には自由貿易体制を構築・維持
することが望ましい、とするA.スミス以来の経済学の一般命題29）は、理
論的観点からはなお考察の余地が残るものの、（19世紀から20世紀半ばま
で盛行した進歩史観を前提にすれば）もっともらしく受け止められている
ことは、無理からぬことと筆者は考えている。されど、経済学者の立場で
「貿易は権力と化す」、ただし「貿易から支配に至り、その逆はない」と主
張したA.O.ハーシュマンは、別言すれば平時の通商が行われている時代さ
えも「貿易はあくまで国力の保持・増進のための手段でしかなく、貿易が
目的そのものにはなり得ない」という冷徹な事実を指摘した。ところがこ
れより35年ほど経過してから、彼は1945年の著作が「従属論の祖父」と
誤って理解されている、と不快の念を露にし、「戦争による利害調整より
も、貿易による分業体制の確立の方が遥かに賢明、かつ温和である」と強
く主張（1977）し始めた。不安定の代名詞とも言える戦間期において、い
ち早く産業内貿易の萌芽を看取した彼は、それが内包するポジ・ネガの両
面におよぶ特徴を的確にとらえていた。しかしながら、晩年になってから
その一方のみを強調30）するようになったことが、多くの読者を困惑させる
一因になっている。産業内貿易の進展を通して、大国－小国間の不均衡の
是正を正し、戦争の芽を摘むことの重要性を指摘したこと自体に異論を唱
える必要はないものの、国家間の紛争が起きる背景、そしてそれが戦争に
までエスカレートする恐れを内包していることを指摘した、若き日の問題
意識が後景に退いた理由は定かではない。また、彼の分析には同時代の論
者が必ずと言っていいほど非難の対象としたヴェルサイユ体制について言
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及した箇所がなく、むしろ（無前提に）できるべくして出来上がった国際
的な秩序を、ナチス・ドイツが一方的に破壊したかのように述べ、これに
対して一定の理解を示したカーとは著しい対照をなしている。最初に設定
した分析視角が酷似していた両者の間に、結論的な部分においてこれほど
の大きな隔たりが存在すること31）は、特筆に値する。
　外交官のキャリアを持ち、経済よりも政治の動向に注意を払い続けたリ
アリストの代表格ともいえるE.H.カーの「経済と軍事は密接不可分の性格
を持ち、どちらが先でどちらが後かという議論は、『鶏が先か、卵が先か』
と同様に現実を理解する上ではたいして重要ではない」という透徹した理
解 32）にはかなりの説得力がある。資本主義は世界規模で進行・発展でき
るものであるのに対し、民主主義は国民国家の単位の中でしか実現しえな
い、という深刻なジレンマが存在する以上、有事の際に国家が自国の権益
確保の誘惑から逃れ難いのは、厳然たる事実である。この普遍的事実を正
面から見据え、国際紛争の解決手段の模索を喫緊の課題とするならば、戦
時中に「新規に設立された国際機関に、利害調整の役割を託すべきだ。」33）
と提言し、（理由には定かでない部分が多いが）35年ほど経過した後にこ
の主張を撤回して（恰も諦念を含んだかのように）提言そのものを拒否し
たハーシュマンよりも、戦間期の国際問題を詳細に分析した上で「最初か
ら国際機関に過大な期待を寄せることは、あまりに理想主義的かつ非現実
的である。まず国際機関の下部構造、すなわち国民国家の枠組み・権限を
強化する方が先決である。国際協調を模索するのは、その後の話だ。」34）と
主張し、その後も訂正の必要に迫られなかったにカーの見解にこそ、リア
ルな認識を覚える。
　ハーシュマンもカーも、A.スミスが『国富論』にて重商主義を批判す
る叙述をしながらも、国力増強のためには軍事的な威圧手段が自由貿易に
優先する例外的な事例として、イギリスによる航海条例（オランダ船舶と
の通商を禁止）を挙げていることを重視した。そして、共に政治的要因と
経済的要因の複数の要素からなる国際関係の複雑な力学を鮮やかに論じた
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「政治経済学の古典」というべき、先駆的な業績を我々に残してくれた。だ
が、議論における最初の設定ともいうべき現状認識や分析視角が酷似して
いたにも関わらず、最終的な結論が大きく隔たっている。そして、この度
し難い両者の懸隔は、取りも直さず「国民国家と世界市場の相克」という、
世界経済論の普遍的な命題 35）に帰着する議論そのものと言えよう。これ
まで経済学者の多くは、産業内貿易の進展に対して「資本の文明化作用」、
もしくは「自生的秩序」が機能したかの如く好意的な見方をしながらも、
貿易による深刻な失業問題や急激な所得分配の悪化が生じた場合は、（国
家主権の発動として）セーフ・ガードのような緊急措置の実施を条件付き
で認める姿勢をとってきた。だが、近年になると前述したISDS条項やラ
チェット条項のように緊急措置でさえ認められない、という深刻な論点が
出現し、さながら貿易を通じた経済統制の様相すら呈している。
　本稿の冒頭に戻るが、近年の貿易に関する議論はあまりにも経済的な得
失にのみ論点が偏っている。それ故に、現代にこそ経済的な効果のみなら
ず、政治的契機を含んだ国際関係の安定的構築をも視野に入れた貿易論の
出現が期待される。
【注】
1）中野（2011a）（2013）を参照されたい。
2）本稿では、TPPは自由貿易体制の確立を謳い文句にしつつも、実態はアメリカ
を中心としたブロックの形成に重きがある、と考えている。
3）中野（2011a）48-50ページ、中野（2013）138-142ページを参照のこと。
4）田淵（2006）120ページを参照されたい。
5）中野（2013）95ページを参照のこと。
6）田淵（2006）1-6ページを参照されたい。
7）本山（1982）294ページを参照のこと。本山氏は産業内貿易の存在にいち早く
気付いた研究者として、S.H.フランケルと（後述する）A.O.ハーシュマンの名を
掲げている。
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8）柴田（2013b）280ページを参照されたい。貿易による動態効果とは、（ポジ・
ネガの議論をひとまず措くとすると）総じて市場拡大、投資転換、技術拡散、競
争促進、制度革新にある、と考えられる。
9）カー（1939）207-208ページ、ならびにハーシュマン（1945）22-25ページを参
照のこと。
10）これはソフト・パワーの行使を念頭に置いたアイディアである。ハード・パ
ワーと化した極端な例として、中山（2013）40-42ページ、を参照のこと。
11）「影響効果」と訳した先行研究もあるが、本稿では「影響力効果」で統一す
る。なお、ハーシュマンの影響力効果を歴史的な文脈の中で解説したものとし
て、ジェイムズ（2001）200-201ページも参照されたい。
12）武田（2011）94-100ページを参照のこと。
13）話は逸れるが、ハーシュマンが力説した貿易における影響力効果は、金融取引
が「合理的、かつ合法的な取引が、状況次第で投機的、詐欺的な性格を帯びる」
ことを説いたH.ミンスキーの金融不安定化仮説の議論と（結論において）妙に重
なる印象を受ける。詳しくは、安原（2008）112-113ページを参照されたい。
14）もっとも、杉野（1976）によると、名和『三環節論』は1937年と1948年の著
作で、強調点も特徴も大きく異なっている、と指摘されている。彼によると、戦
間期の理論の方が動態的で、戦後になってから静態的な型の分析に理論が変質し
たとされているが、本稿では説明を簡略化するため、1948年の文献に依拠した。
15）小島（2000）を参照されたい。
16）当然であるが、これは国際機関を結成するインセンティヴにもなりうる。
17）輸入代替工業化の理論的側面、ならびに歴史的意義については、山本（2013）
194-195ページを参照されたい。
18）拙稿（2013）を参照されたい。
19）中野（2013b）87-92ページを参照のこと。
20）ハーシュマン（1945）を書評したStinebower（1946）は、「戦時はともかく、
平時においてまで彼は影響力効果を過大視してはいないだろうか」と指摘した
が、終戦直後であった当時の状況を考慮すると、貿易に対してポジティヴな効果
のみを期待した方がむしろ少数派の見解だったのではないか、と筆者は考えてい
る。
21）カー（1939）410-418ページを参照されたい。
22）柴田（2013a）104ページを参照のこと。
23）朝日新聞（2014）と毎日新聞（2014）の記事に依拠している。
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24）ISD条項と表記する文献もあるが、本稿では「ISDS条項」に統一する。
25）中野（2013）188-189ページを参照のこと。ここで中野氏は、「全加盟国に資
する共通利益はない」と明言している。
26）中野（2013）88-90ページを参照のこと。
27）（米系多国籍企業の横暴なクレームから）各国の政府が国民の健康や財産を保
護することが難しくなる恐れがある。中野（2013）167-178ページを参照された
い。
28）民主政治によって規制緩和を是正する選択肢が、ほぼ確実に奪われる。中野
（2013）118-119ページ、186-187ページを参照されたい。この状況を、ハーシュ
マンの用語を用いて解釈すると、「exit」も「voice」も不可となり、これは全体
主義的なレジームに組み込まれたことと同義になる。
29）もっとも、18世紀におけるイギリスの政府支出の約9割が公債と戦費に費やさ
れていた史実を直視するならば、A.スミスの主張に相応の説得力があることも確
かである。詳しくは、堂目（2008）195ページを参照されたい。
30）晩年のハーシュマンについて言及すると、『情念の政治経済学』を書き上げた
時期より、どうも（17～18世紀頃の）オランダを「商業で経済発展を遂げた国」
として理想視する傾向が見受けられる。これは、世界システム論者に位置付け
られているI.ウォーラーステインやG.アリギにも同様の傾向がある。それに対し
て、ウッド（2003）はオランダに対して中立的な評価を下している。また、意外
と知られていないが、ハーシュマンとウォーラーステインには、若き日よりイデ
オロギーを拒否する、という共通項がある。詳しくは、山下（2001）25-27ペー
ジを参照されたい。もしかすると、ウォーラーステインが従属学派のモデルに大
きな修正を加えた、移動可能性のある3極構造（移動可能性のある「支配－従属」
関係）からなる世界システム論のルーツはこの点とも関連があるかもしれない。
さらに、動態的な貿易の型を剔抉しようとした姿勢も若き日のハーシュマンに似
ている可能性がある。なお、麻田（1951）は「経済現象の政治的側面を取り上げ
る理論であっても、特定の理念によって方向づけられた必然論は危険」として、
ハーシュマンの研究を実証的な観点より高く評価している。
31）全体的な論調として、ハーシュマンがドイツの通商政策に批判的であるのに
対し、カーは英米の独善的な態度に対して辛辣な評価を下している。管見の限
り、戦間期の分析を先進国・途上国の双方に目配りしながら進め、もっとも中立
的な叙述をした文献として、ジェイムズ（2001）が良書と思われる。
32）カー（1939）216-219ページを参照されたい。彼は「経済学は一定の政治的秩
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序を前提に成り立っており、非常時の考察に目を向けていない。」と舌鋒鋭く批
判を展開している。
33）ハーシュマン（1945）87ページを参照。ただし、後年になって彼はこれを否
定した際に、やや奇妙に思えるほど自嘲的、かつ暗示的な言い方（「デウス・エ
クス・マキーナ（問題解決の神）のご加護を祈ったにすぎない」）をしている。
34）カー（1939）431ページを参照のこと。
35）産業内貿易が国際分業体制の中心になった現代こそ、むしろこの深刻さは増
している。国内関係を理解する上で国家というアクター以外に多国籍企業という
アクターも考慮すべきことは当然であるが、今日の場合、両者の混合形態ともい
うべき「ソブリン・ファンド」や「国境の枠を超えた国営企業」という動向にま
で目を配る必要がある。
【参考文献】
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